
特定空家等における除却費用の助成

対象区域
市街化区域のうち港町、築港、銭函４・５丁目を

除く区域

対象となる空き家
（次の条件を全て満たしていること）
・専用住宅または延べ面積の半分以上が住宅であ

　る兼用住宅であること

・危険な状態であること

・所有権以外の権利が設定されていないこと

・所有者および相続人が複数いる場合、所有者お

　よび相続人の同意が得られること

・故意に破損させたものでないこと

・他に補助を受けていないこと

・その他にも条件がありますので、詳しくは建築指

　導課空き家対策担当までお問い合わせください

対象者
・住宅の所有者または相続人

・市税の滞納がない

・暴力団等と関係を有しない

・前年の世帯総所得が５５２万円以下

申し込み
・申し込みは５月１日より先着順で受け付け、申請

　額の合計が予算額に達した時点で締め切ります

・既に工事に着手している場合は対象となりませ

　んのでご注意ください

　危険な空き家住宅の解体に対し、除却費用の
３分の１までを助成します。助成の限度額は、
３０万円です。

空き家の利活用をしませんか？
市では、「小a市空家等対策計画」を策定し、計画の着実な実施に努めて
いるところです。今回は、「空き家利活用推進事業」や空き家の処分に関す
る制度・取り組みなどについてお知らせします。
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お持ちの空き家を有効活用

空き家・空き地バンク

　空き家・空き地バンクとは、市内にある空き家

や空き地の物件情報を登録し、市のホームペー

ジで公開することによって広く周知し、物件の

有効活用を図る制度です。

※申し込みがあった物件については、不動産業者の協力を得

て登録の可否を調査します。登録にはその他条件があります

ので、詳しくは建築指導課空き家対策担当までお問い合わせ

ください。

空き家の譲渡所得の３０００万円特別控除

　相続した空き家を売却した場合に所得税が軽減

される制度があります。昭和５６年５月３１日以前に

建てられた住宅を相続発生から３年後の年末まで

に耐震改修して売却するか、解体し、更地にして

売却する場合に譲渡所得から３０００万円が特別控除されます。

※特例措置の適用を受けるには、市で必要書類の発行手続き

を行い、税務署に確定申告する必要があります。

令和２（２０２０）年５月　広報おたる　６


